
主 な 出 来 事 （2006年10～12月） 

名古屋駅前に建設された超高層ビル「ミッドランドスクエア」について、東和不動産、毎日新聞社が
昨年12月6日、商業棟とオフィス棟スカイレストランの出店テナントを発表しました。同ビルは昨年
9月に竣工し、本年3月6日にはグランドオープンが予定されています。出店する59店舗のうち、38
店舗は中部地区で初出店、新業態となり、11店舗は中部・東海エリア最大規模の旗艦店となります。
同ビル全体の来場者数は年間1,600万人、売上高は約160億円が見込まれており、1月26日開業の
「名古屋ルーセントタワー」等と併せ、名古屋駅前の一層の活性化に繋がることが期待されています。 

名古屋駅前の「ミッドランドスクエア」のテナント発表 

三重・愛知 全国・海外 
●中部電力が、クールビズによる管内の6～8月の販
売電力量の抑制効果が約2,000万kW/hに上った
との推計結果を公表。〈10/2〉  
●2007年以降「富士スピードウェイ」での開催が決
定しているF1日本グランプリの決勝が鈴鹿サーキッ
トで開催。予選からの3日間の入場者数は延べ
36.1万人と過去最高を記録。〈10/8〉  
●自動車の新たな地域名表示ナンバープレート「ご当
地ナンバー」の導入が開始。当地域では、岡崎･豊田･
一宮･鈴鹿ナンバーの交付がスタート。〈10/10〉  

●四日市浜園旅客ターミナルと中部国際空港を結ぶ
海上アクセス便の利用者数が10万人を突破。〈10/13〉  

●三井不動産と長島観光開発が、アウトレットパーク「ジャ
ズドリーム長島」の2007年秋のリニューアル実施
を発表。約195店舗となり国内最大規模に。〈10/23〉 

●厚生労働省が9月末現在の平成18年度高校新卒者
の就職内定状況を発表。三重県が73.0％と全国で
最も高く、次いで愛知県が72.1％と第2位に。〈11/10〉  
●海洋深層水の研究、事業化を進める全国の産官学関係
者でつくる海洋深層水利用学会が「海洋深層水2006
みえ尾鷲大会」を三重県尾鷲市で開催。〈11/16･17〉  

●国際体操連盟が、「第6回新体操ワールドカップファ
イナル三重大会」を三重県伊勢市の三重県営サンア
リーナで開催。〈11/17･18〉  

●名古屋税関が、2006年の管内の年間自動車輸出台
数について1986年以来、20年ぶりに過去最高を
更新するのが確実な見通しになったと発表。〈11/22〉  
●特別天然記念物ニホンカモシカの飼育、繁殖、学術研
究を目的に運営されてきた、三重県菰野町の「日本カ
モシカセンター」が閉園。46年の歴史に幕。〈11/30〉 

●三重県津市の大型商業専門店集積ゾーン「ベイスク
エア津」内に、大型複合商業施設「Lut's（ラッツ）」
がオープン。〈12/1〉 
  
●東和不動産、毎日新聞社が、名古屋駅前の超高層ビ
ル「ミッドランドスクエア」の商業ゾーンの出店テ
ナントを決定、発表。〈12/6〉  
●中部国際空港と松阪港を高速船約45分で結ぶ、海
上アクセス松阪ルート「松阪ベルライン」が就航。
1日7往復、14便が運航。〈12/20〉  

●三重県議会が「三重県議会基本条例」を可決。議会
の基本理念や議員の責務等を明記して条例化する
のは全国の都道府県では初めて。〈12/20〉  

●三重県松阪市の三交百貨店が閉店。1965年の開業
以来、41年の歴史に幕。〈12/30〉 

●任天堂が新型ゲーム機「Wii（ウィー）」発売。11月にソ
ニー・コンピュータエンタテインメントが発売した「プレイ
ステーション3」等と併せ、年末商戦の目玉に。〈12/2〉  
●自民党が、2005年7月の通常国会で郵政民営化法
案に反対した無所属議員11人の復党を決定。〈12/4〉  

●欧州中央銀行（ECB）が定例理事会で、ユーロ圏
12カ国に適用する政策金利を0.25％引き上げる
ことを決定。市場介入金利は3.5％に。〈12/7〉  
●日本銀行が12月の全国企業短期経済観測調査（日銀
短観）を発表。大企業製造業の業況判断D.I.は＋25
と3四半期連続で改善。〈12/15〉  

●国立社会保障・人口問題研究所が、2005年国勢調査
を基準人口とした新たな「日本の将来人口推計」を
公表。2055年の人口は、2005年と比べて約3割
減少し、9,000万人を下回るとの結果に。〈12/20〉 

●全国において法律に関する情報やサービスを提供
する「日本司法支援センター（愛称・法テラス）」が
業務を開始。〈10/2〉  

●北朝鮮が、朝鮮中央通信を通じて、初の地下核実験
が成功したと発表。〈10/9〉  

●金融広報中央委員会が2006年の「家計の金融資産
に関する世論調査」の結果を発表。家計１世帯が保
有する金融資産に占める株式と投資信託の比率は
計13.8％と前年に比べて3.4ポイント上昇。〈10/10〉  

●携帯電話会社を変更した場合に、電話番号はそのま
まで変更後の携帯電話会社のサービスを利用できる
「番号ポータビリティー（持ち運び）制」が開始。〈10/24〉  
●富山県の県立高校で必修科目の未履修が発覚。その
後の文部科学省の調査（11/22まで）で、46都道府
県の663校の公私立高校で履修漏れが判明。〈10/24〉   

●北海道佐呂間町の若佐地区で竜巻が発生。9人が死
亡、100棟以上の建物が全半壊、一部破損。〈11/7〉 

 
●米中間選挙が投開票。民主党側が、1994年以来
12年ぶりに上院、下院の両院で過半数の議席を確保。
〈11/7〉 
 
●「マネタリズム」の提唱者で、ノーベル経済学賞受
賞の米経済学者ミルトン・フリードマン氏が死去。
享年94歳。〈11/16〉 
 
●内閣府が11月の月例経済報告を発表。景気拡大期
は４年10ヶ月に達し、1965～70年の「いざなぎ
景気」（4年9ヶ月）を超え、戦後最長に。〈11/22〉 
 
●厚生労働省が2005年の人口動態統計（確報）を発表。
合計特殊出生率は1.26と前年を0.03下回り、過
去最低に。〈11/30〉 
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